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1 はじめに 
近年，通信技術の急速な発展によって，世

界へ向けた動画コンテンツの配信が盛んにな

ってきており[1]，それらへの字幕翻訳の必要

性が増してきている。また，同一言語内にお

いても字幕放送による聴覚障害者へのニーズ

は高い[2]。しかし，音声・非音声の決定を含

む字幕付与の過程は現在，ほとんど字幕翻訳

者による手作業で行われている。そこで私た

ちは，字幕付与を効率化するために，自動音

声区間検出を提案してきた[3]。本研究では，

音響的な変化を特定する子音性ランドマーク

に基づき，音声端点検出を試みた。 

2 音声・非音声判別 
2.1 子音性ランドマーク 
子音性ランドマークは，音声信号において，

子音と母音のような音響的な変化が起こる時

間を特定するものである[4]。本研究では，子

音性ランドマークを音声端点検出に応用する

ため，スペクトル遷移によるランドマークの

検出を試みた。 
2.2 スペクトル遷移 
スペクトル遷移を表すDの算出は基本的に
はFuruiが行った方法[5]と同じであるが，本論

文ではArai et al. [6-7]によって提案されている

帯域分割された信号の時間包絡に対する回帰

係数を複数帯域に渡って二乗平均したものを

用いた（Fig. 1）。このようにして求められた
Dは音声部と非音声部，母音部と子音部など
の境界において顕著になる。そこでDのピー
クを音声・非音声の境界の候補として検出し，  
検出されたピークで挟まれる区間の対数エネ 
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Fig. 1 Block diagram for calculating D. 

ルギーの平均で閾値処理を行うことによって

音声区間を判定した。音声・非音声判別の閾

値は，評価データの一部を手作業で切り出し

たものを学習することにより決定した。 
2.3 2段階処理 
本研究では，音声・非音声区間の境界を微

調整することを目的として，2 段階処理を行
った。2 次処理では，無声子音などが原因の
誤判定を考慮し，音声・非音声区間の境界に

おいて 1次処理よりも対数エネルギーの閾値
を下げることにより調整した。 

3 実験方法 
実験データには，日本音響学会編『新聞記

事読み上げ音声コーパス（JNAS）』から男女
各12名がそれぞれ5種類の文を読み上げた計
120文（サンプリング周波数 16kHz，16ビッ
ト量子化，平均データ長 10.5 秒，SNR 約 30 
dB）を用いた（音声・非音声に関する正解ラ
ベルは，本コーパスに付属する音素ラベルを

参考に作成した）。本実験では，動画コンテン

ツのインターネット配信の中でも需要の多い

企業の IR広告に近い環境で実験を行うため，
同時に 1話者のみが発話する音声データを用
いるものとし，背景雑音があまりないものを

選んだ。また，動画コンテンツへの応用を考

慮し，音声をWMA方式に圧縮した後，再び
PCM方式に伸長した。 
本研究では，字幕表示タイミングの自然性

の観点から，字幕付与区間を決定するルール

として 300ms未満の長さの短い非音声部は音
声区間に含めるものとした。この評価結果を

以下に示す誤り率，再現率，適合率で算出し

た。 
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4 実験結果 
結果を Table 1に示す。従来法として，対数
エネルギーのみを特徴量としたものの結果を

比較した。また，提案した 2段階処理の効果
を調べるため，1次処理のみを行ったものと 2
段階の処理を行ったものの結果を併記した。 
表に示すように提案法は従来法に比べて，

特に音声誤り率に大きな改善が見られた。こ

れは音声・非音声区間の境界をスペクトル遷

移 Dを用いて判定したことで，より正確な音
声端点検出が行われたことを表している。ま

た，2 段階処理に関しても音声区間の検出精
度に向上が見られ，補正の効果があったこと

が確認された。 

5 動画コンテンツへの応用に向けて 
現在の動画コンテンツに対する字幕付与作

業は，字幕付与区間の決定から時間長に適合

した文字数での翻訳まで，そのほとんどが翻

訳者自身による手作業である。そのため作業

の効率化のため，字幕付与区間決定の自動化

は有用であると考えられる。 
本研究では提案した音声・非音声判別手法

を用い，実際にネットワーク配信されている

動画コンテンツへの字幕付与区間の決定を試

みた。 
評価用データはインターネット配信用企業

IR広告の動画データで，話者 1名，SNRは約
30 dB であった（このデータに対する音声・
非音声に関する正解ラベルは，波形とスペク

トログラムの目視と聴取によって手動で行っ

た）。評価結果には誤り率，適合率を用いた。 
 実験結果をTable 2に示す。本実験では,従来
法として国際規格であるG.729 Annex B [8]  
 

Table 1 Results for a speech corpus [%]. 
  提案法 

  

対数 

エネルギー 1次処理のみ 2段階処理
総誤り率  20.4  6.6  5.8
音声誤り率  24.1  5.0  4.0
非音声誤り率  8.3  13.9  14.2
音声再現率  75.9  95.0  96.0
音声適合率  97.2  96.4  96.4
非音声再現率  91.7  86.1  85.8
非音声適合率  51.2  83.0  86.1

Table 2 Results for an example of real data [%]. 
 G.729 提案法 

総誤り率 5.5 3.9
音声誤り率 8.6 4.4
非音声誤り率 0.7 3.1
音声適合率 99.5 97.9
非音声適合率 88.3 93.5

 
による結果との比較を行った。 
表に示すように提案法は従来法に比べて，

特に音声誤り率に改善が見られた。これによ

り，提案法は実環境に向けた手法としても効

果を示したといえる。 

6 おわりに 
字幕付与の区間決定のため，スペクトル遷

移によって子音性ランドマークを決定し，対

数エネルギーと組み合わせることによる音声

端点検出手法の提案をした。実際にネットワ

ーク配信されているデータでの実験を行い，

実用化への可能性を確認した。今後は背景雑

音や効果音などの含まれたデータについても

研究を進めていきたい。 
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